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道から市町村への権限移譲(平成24 年度移譲実績) 

H24.4 総合政策部 地域主権局 

１．権限移譲の仕組み 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．移譲実績（条例による事務処理の特例制度を活用した移譲） 

権限 

（Ａ） 

移譲を受ける

市町村数 

移譲権限の 

総数（Ｂ） 

５６０ １０２ 

２，１３２ 

 
新規移譲(a)：1,935 

法改正等による追加分(b)：197 

(参考) 移譲権限数の推移(H18～) 

 

 

 

 

 

３．重点推進権限に係る移譲の状況 

選定 

年度 
法律名及び事務内容 

平成24年度 

移譲市町村数 

移譲市町村

数累計 
第2次一括法の状況 

H21 

①老人福祉法：有料老人ホームの設置等に関する事務 2 41 中核市に移譲(H24.4月) 

②農地法：農地等の賃貸借の解約等に関する事務 3 161 － 

③工場立地法：特定工場に関する届出の審査等に関する事務 6 93 市に移譲(H24.4月) 

④鳥獣保護狩猟適正化法：とがりねずみ科等に属する

獣類の有害捕獲等の許可に関する事務 
6 170 － 

⑤鳥獣保護狩猟適正化法：ニュウナイスズメの卵の有

害採取等の許可に関する事務 
5 170 － 

H22 
⑥旅券法：一般旅券の発給申請受理・交付に関する事務 16 104 － 

⑦電気用品安全法：電気用品販売等の規制に関する事務 4 67 市に移譲(H24.4月) 

 H18年度 H19年度 H20年度 H21年度 H22年度 H23年度 

権 限 数  657 491 327 248 456 430 

移譲市町村数 61 180 128 179 176 171 

移譲権限の総数 1,733 6,193 3,273 2,785 5,853 2,991 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

道 の 権 限 

道州が担うべき

権限 

(全道的に展開すべき広域

事務、連絡調整事務など) 

約2,000権限 

市町村が担うべ

き権限 

(住民の暮らしや地域の産

業振興に関わる行政ｻー ﾋ゙ ｽ) 

約3,100権限 

H24.4現在 

道州制に向けた道から市町村への事務・権限移譲方針 

(H17.3策定、H21.3改訂。以下「移譲方針」という。) 

 

 移譲を積極的に進めるための 

働きかけ 

市町村が移譲を受けやすくする 

ための環境の整備 

①重点的に移譲を推進する権限の

選定と要請（全道重点推進権限） 

②人口規模の大きい市などとの個

別協議 

③包括単位（パッケージ）の 

細分化など 

①権限移譲に伴う道職員派遣 

 

②権限移譲に係る初期投資に対す

る財政支援 

③市町村との定期的な意見交換会

の実施 

 権限（A）：当該年度において市町村に移譲し

た権限(=条項)の数（移譲対象権限約3,100に対応） 

 移譲権限の総数（B）：当該年度において市

町村に移譲した権限(=条項)の総数 

 新規移譲（a）：市町村から自主的な要望のあ

った権限 

 法改正等による追加（b）：法改正等により

追加された事務・権限 
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選定 

年度 
法律名及び事務内容 

平成24年度 

移譲市町村数 

移譲市町村

数累計 
第2次一括法の状況 

⑧特定非営利活動促進法：特定非営利活動法人の設立

認証等に関する事務 
4 30 

指定都市に移譲 

(H24.4月) 

⑨農業振興地域の整備に関する法律：農用地区域内に

おける開発行為の許可等に関する事務 
2 136 － 

⑩都市計画法：開発行為の許可等に関する事務 4 40 － 

⑪森林法：開発行為の許可等に関する事務 0 7 － 

H23 

⑫老人福祉法：養護老人ホーム等の設置認可等に関する事務 5 9 － 

⑬老人福祉法：老人居宅生活支援事業に関する事務 5 10 － 

⑭社会福祉法：軽費老人ホームの設置許可等に関する事務 5 18 － 

⑮介護保険法：指定居宅サービス事業者の指定等に関する事務 4 20* 中核市に移譲(H24.4月) 

⑯介護保険法：指定介護老人福祉施設の指定等に関する事務 4 13 〃 

⑰介護保険法：介護老人保健施設の開設許可等に関する事務 5 8 〃 

⑱介護保険法：指定介護療養型施設の指定等に関する事務 0 3 〃 

⑲家畜排せつ物の管理適正化及び利用の促進に関す

る法律：家畜排せつ物管理の適正管理等に関する事務等 
9 16 － 

⑳屋外広告物法・北海道屋外広告物条例：屋外広告物

の許可等に関する事務 
10 22 － 

*指定居宅サービス事業者の指定に関する事務は、11市町と1広域連合（空知中部・6市町村で構成）に移譲 

※移譲市町村数累計には、法定移譲分も含む。 

(参考)パスポート事務に関する事務委託の取組について 

振 興 局 開 始 年 度 受 託 市 町 委 託 市 町 

空  知 H24.6 深川市 妹背牛町、秩父別町、北竜町 

留  萌 H24.4 羽幌町 苫前町、初山別村 

空  知 

H23.10 深川市 沼田町 

H23.7 
滝川市 新十津川町、雨竜町、浦臼町 

砂川市 歌志内市、奈井江町、上砂川町 

上  川 
H22.7 名寄市 下川町 

H23.4 士別市 剣淵町 

宗  谷 H23.4 浜頓別町 中頓別町 

オホーツク H23.4 紋別市 滝上町、興部町、西興部村、雄武町 

 

4.道から市町村等への権限移譲を進めるための職員派遣 
○現在派遣中の市町村 

派遣期間 派遣市町村 

H23年度～H24年度 恵庭市、奥尻町、苫前町、芽室町 

H24年度～H25年度 せたな町 

＜参考 これまでの実績＞ 

派遣期間 派遣市町村 

H22年度～H23年度 当別町、登別市、新ひだか町、北斗市、東川町、稚内市、鹿追町 

 


